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特集

２連続特集
第1弾
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政省令までフォロー

2026年度税制改正
の実務ガイド
～法人課税編～

大胆な投資促進、研究開発税制等
政策税制に関する
改正の実務ポイント
OI促進税制、パーシャルスピンオフ等
Ｍ＆Ａ・企業再生等に関する
改正の実務ポイント

今年度の税制改正においては、「強い経済」への決断と実行に向けた措置が盛り込ま
れ、戦略技術分野への大胆な投資を促進する税制の創設や、消費税におけるインボイス
制度導入の経過措置の見直し、国際課税におけるグローバル・ミニマム課税や外国子会
社合算税制の見直しなどが行われた。そこで、今年度の税制改正の重要点を２号連続特
集でお届けする。
今号は、その第1弾として、大胆な投資促進税制や研究開発税制の見直し、オープンイ
ノベーション促進税制の見直しやパーシャルスピンオフ税制の恒久化等などの、法人課
税に関する重要点について、３月31日公布の関連政省令も盛り込みつつ、解説していた
だいた。
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